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１．件 名：新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（女川原子力発

電所２号炉工事計画）（２６０） 

２．日 時：令和３年１１月４日 １０時１０分～１２時２０分 

１３時００分～１８時００分 

３．場 所：原子力規制庁 ８階Ａ会議室（一部ＴＶ会議システムを利用） 

４．出席者：（※ ＴＶ会議システムによる出席） 

原子力規制庁： 

（新基準適合性審査チーム） 

名倉安全規制調整官、天野安全管理調査官、忠内安全管理調査官、 

江嵜企画調査官、植木主任安全審査官、藤原主任安全審査官、 

三浦主任安全審査官、皆川主任安全審査官、宮本主任安全審査官、 

伊藤安全審査官、土居安全審査専門職、服部安全審査専門職、 

杉原技術参与、谷口技術参与、山浦技術参与 

技術基盤グループ 地震・津波研究部門 

堀野技術参与 

 

東北電力株式会社： 

原子力本部 土木建築部 副部長、他３名 

原子力本部 原子力部  部長、他２４名※ 

 

５．要 旨 

（１）東北電力株式会社から、女川原子力発電所２号炉の工事計画補正申請の

うち、「屋外排水路」、「耐震評価」、「内部溢水関係」、「波及的影響」等

について、提出資料に基づき説明があった。 

 

（２）これに対し、原子力規制庁は以下の点について指摘等を行うとともに、

今後、説明内容について引き続き確認することとした。 

 

＜屋外排水路の機能及び耐震性に係る説明方針について＞ 

〇 地震後に想定される沈下範囲に滞留する水の影響について、各条文と

の整合性を踏まえた上で、排水機能維持の設計方針を再整理して説明す

ること。 

〇 地下水位低下設備によってくみ上げた地下水を確実に排水する対策と

して以下の事項を踏まえ、排水機能の設計方針を整理して説明するこ

と。 

 敷地側集水ピット（南側）に期待する機能 

 各揚水井戸から敷地側集水ピット（北側）への排水に当たり、支線排

水路に期待する機能 

 敷地の形状等を踏まえ、さらなる安全対策として、必要な場合に設置

する仮設ホースに期待する機能 
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（３）東北電力株式会社から、（２）について了解した旨の回答があった。 

 

なお、本面談については、事業者から対面での面談開催の希望があったため、

「緊急事態宣言解除を踏まえた原子力規制委員会の対応」（令和３年１０月６日 

第３６回原子力規制委員会配付資料１）に基づき、一部対面で実施した。 

 

６．その他 

提出資料： 

（１－１）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（地盤支持性能）（Ｏ２

－他－Ｆ－１９－０００１＿改２８） 

（１－２）屋外排水路の機能及び耐震性に係る説明方針について（Ｏ２－他－Ｆ

－２４－００２４＿改４） 

（２－１）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（耐震基本方針）（Ｏ２

－他－Ｆ－０１－０００４＿改５３） 

（２－２）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（耐震評価：使用済燃料

貯蔵ラックの減衰定数）（Ｏ２－他－Ｆ－１９－００１４＿改１１） 

（２－３）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（波及的影響を及ぼすお

それのある施設の耐震性についての計算書（機器配管系））（Ｏ２－他－Ｆ

－１９－００３５＿改１４） 

（２－４）Ⅵ－２－４－２－２ 使用済燃料貯蔵ラック（１，２号機共用）の耐

震性についての計算書（Ｏ２－工－Ｂ－０２－０００７＿改７） 

（２－５）補足－６００－１３ 使用済燃料貯蔵ラックの設計用減衰定数につ

いて（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－１３＿改１２） 

（２－６）補足－６００－４０－５６ 使用済燃料貯蔵ラックのアンカー部評

価（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－４０－５６＿改０） 

（２－７）補足－６００－１４－１ 動的機能維持の詳細評価について（新たな

検討又は詳細検討が必要な設備の機能維持評価について（Ｏ２－補－Ｅ

－１９－０６００－１４－１＿改９） 

（２－８）Ⅵ－２－１１－２－７ 中央制御室天井照明の耐震性についての計

算書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－００５５＿改４） 

（２－９）Ⅵ－２－１１－２－２１ ＣＲＤ自動交換機の耐震性についての計

算書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０１４３＿改３） 

（２－１０）補足－６００－３７ ＣＲＤ自動交換機の耐震性についての計算

書に関する補足説明資料（Ｏ２－補－Ｅ－１９—０６００－３７＿改３） 

（２－１１）補足－６００－４０－９ 配管耐震・応力計算書における計算モデ

ルについて（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－４０－９＿改３） 

（２－１２）補足－６００－４０－１０ 管の耐震評価における相対変位の考

慮方法について（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－４０－１０＿改４） 

（２－１３）補足－６００－４０－５３ 【サプレッションチェンバ接続配管に
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適用する床応答スペクトルに関する補足説明資料】（Ｏ２－補－Ｅ－１９

－０６００－４０－５３＿改２） 

（２－１４）Ⅵ－２－１－４ 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設

区分の基本方針（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０００６＿改６） 

（２－１５）補足－６００－４０－２ 設計基準対象施設の耐震重要度分類表

について設置変更許可及び建設時工事計画認可からの変更点（Ｏ２－補

－Ｅ－１９－０６００－４０－２＿改５） 

（２－１６）Ⅵ－２－１－９ 機能維持の基本方針（Ｏ２－工－Ｂ－１９－００

１４＿改６） 

（２－１７）Ⅵ－２－２－１ 原子炉建屋の地震応答計算書（Ｏ２－工－Ｂ－１

９－００１８＿改７） 

（２－１８）Ⅵ－２－１１－２－１ 海水ポンプ室門型クレーンの耐震性につ

いての計算書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０１３９＿改５） 

（２－１９）Ⅵ－２－１１－２－８ 原子炉建屋クレーンの耐震性についての

計算書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０１４０＿改３） 

（２－２０）補足－６００－２８ 原子炉建屋クレーンの耐震性についての計

算書に関する補足説明資料（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－２８＿改

４） 

（２－２１）補足－６００－２ 耐震評価対象の網羅性，既工認との手法の相違

点の整理について（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－２＿改８） 

（２－２２）補足－６００－６ 設計用床応答曲線の作成方法（Ｏ２－補－Ｅ－

１９－０６００－６＿改４） 

（２－２３）補足－６００－３０ 制御棒貯蔵ラックの耐震性についての計算

書に関する補足説明資料（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－３０＿改４） 

（２－２４）補足－６００－４０－３１ 原子炉補機冷却海水ポンプの耐震性

についての計算書に関する補足説明資料（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６０

０－４０－３１＿改３） 

（２－２５）補足－６００－４０－４０ 耐震評価における流体中の構造物に

対する付加質量及び応答低減効果の考慮（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６０

０－４０－４０＿改６） 

（２－２６）補足－６００－４ 下位クラス施設の波及的影響の検討について

（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－４＿改１０） 

（２－２７）Ⅵ－２－１－６ 地震応答解析の基本方針（Ｏ２－工－Ｂ－１９－

００１０＿改４） 

（２－２８）補足－６２０－３ 原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説

明資料（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６２０－３＿改１４） 

（２－２９）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（溢水防護）（Ｏ２－

他－Ｆ－０１－００５５＿改７） 

（２－３０）Ⅵ－２－別添２－２ 溢水源としない耐震Ｂ，Ｃクラス機器の耐震

性についての計算書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０１８４＿改３） 
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（２－３１）Ⅵ－２－別添２－３ 溢水防護に関する施設の水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せに関する影響評価結果（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０

１８５＿改３） 

（２－３２）Ⅵ－３－別添３－４－４ 貫通部止水処置の強度計算書（溢水）（Ｏ

２－工－Ｂ－２０－０１３４＿改２） 

（２－３３）補足－２２０－１ 発電用原子炉施設の溢水防護に関する補足説

明資料（Ｏ２－補－Ｅ－０１－０２２０－１＿改７） 

（２－３４）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（竜巻防護ネット）（Ｏ

２－他－Ｆ－１７－０００４＿改６） 

（２－３５）Ⅵ－２－１１－２－２ 竜巻防護ネットの耐震性についての計算

書（Ｏ２－工－Ｂ－１９－０１２９＿改２） 

（２－３６）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（竜巻：強度）（Ｏ２

－他－Ｆ－０１－００５３＿改４） 

（２－３７）補足－７１０－１ 竜巻への配慮が必要な施設の強度に関する説

明書の補足説明資料（Ｏ２－補－Ｅ－２０－０７１０－１＿改１０） 

（２－３８）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（耐津波）（Ｏ２－他

－Ｆ－０１－００２２＿改１７） 

（２－３９）補足－１４０－１ 津波への配慮に関する説明書の補足説明資料

（Ｏ２－補－Ｅ－０１－０１４０－１＿改３７） 

（２－４０）女川２号工認 指摘事項に対する回答整理表（ブローアウトパネル

関連設備）（Ｏ２－他－Ｆ－０１－００３８＿改１１） 

（２－４１）Ⅵ－１－１－６－別添４ ブローアウトパネル関連設備の設計方

針（Ｏ２－工－Ｂ－０１－００１４＿改９） 

（２－４２）先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ－１－１－６－別添４ ブ

ローアウトパネル関連設備の設計方針）（Ｏ２－工－Ｂ－０１－００１５

＿改９） 

（２－４３）補足－６００－４０－１１ 配管解析における重心位置スペクト

ル法の適用について（Ｏ２－補－Ｅ－１９－０６００－４０－１１＿改

２）（令和３年９月２８日提出資料） 

以上 


